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※当初予算額。骨格予算の年度は6月補正後
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Ａ：各学校でおこなっている学校評価より平均値を算出し、5年間で約2%の増加を目指す。
Ｂ：各学校でおこなっている学校評価より平均値を算出し、5年間で約2％の増加を目指す。
Ｃ：市内22校の月ごとの長期欠席児童生徒調査から、5年間で5人の削減を目指す。
Ｄ：家庭との連携の中で速やかに対応し、5年間で解消率2.5％の向上を目指す。
Ｅ：市内22校の整備計画に基づき10年間で実施する。
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○児童・生徒に対し、自ら学び続ける意欲と確かな学力を身に付けさせる。
○いじめや不登校などの諸問題に取り組み、児童・生徒の教育を受ける機会を保障する。
○学校施設の老朽化への対応や設備の更新に取り組み、安全安心な教育環境をつくる。
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意図の達成度を表す指標　⇒　２－②　まちづくり指標
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① 対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等
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対象の大きさを表す指標　⇒　２－①　対象指標
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区　分 25年度

％

Ａ：学校生活の充実度を示す。
　【学校評価における児童・生徒アンケートの設問『学校が楽しいですか』において、
　「楽しい」と回答した児童・生徒の割合】
Ｂ：学習環境の充実度を示す。
　【学校評価における児童・生徒アンケートの設問『勉強は分かりますか』において、
　「わかる」と回答した児童・生徒の割合】
Ｃ：学校生活への適応度を示す。
　【月ごとの長期欠席児童生徒調査より算出】
Ｄ：認知されたいじめが解消した割合を示す。
　【認知されたいじめの解消率=いじめが解消した件数÷認知されたいじめの件数×100
　 [出典：児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査］】
Ｅ：学校施設の整備状況を示す。
　【非構造部材耐震化実施学校数÷市内22校×100】
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４　評価結果（施策の有効性評価）

① 目標達成度評価（目標値と実績値との比較） 

目標値より高い実績値だった

目標値どおりの実績値だった

目標値より低い実績値だった

② 時系列比較（基本計画現況値からの推移）

成果がかなり向上した

成果がどちらかと言えば向上した

成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

成果がどちらかと言えば低下した

成果がかなり低下した

③ 他自治体との成果実績値の比較

かなり高い成果水準である

どちらかと言えば高い成果水準である

ほぼ同水準である

どちらかと言えば低い成果水準である

かなり低い成果水準である

５　まとめ（課題の抽出と解決の方向性）

昭和40年代後半から50年代に建設した施設の老朽化が進行して
いる。

〇老朽化の実態を把握するため、構造躯体の健全性及び屋上、
外壁、内部仕上げ等に対する劣化状況調査を実施した。
〇この調査結果及び築年数や改修履歴などを踏まえるとともに、
市の関連計画とも調整をはかりつつ、令和２から６年度の5カ年を
期間とする「教育施設長寿命化計画（実施計画編）」を策定し、計
画的な施設整備を実施していく。

ＩＣＴの活用が不十分である。 〇電子黒板やWi-Fi環境の整備など、ＩＣＴが十分活用できる教育
環境を計画的に整備していく。
〇教員のＩＣＴ活用能力を高めるための支援や研修を行う。

施策の課題
（現状の問題点）

課題解決の方向性

「学校が楽しい」・「授業が分かる」とする児童生徒の割合は高いと
言えるが、学力調査に現れる結果では、課題が残る部分がわずか
にある。

〇教員の指導力をさらに高めるため、指定事業の改善を通して、
個々の教員の授業力と学級集団づくり力を粘り強く養成していく。
〇小中のギャップを埋め、効率的・効果的な教育課程を実施して
いくため、小中一貫教育を推進する。

いじめ・不登校など児童生徒の諸問題は多様化・複雑化しており、
一層、個に応じた対応が必要となっている。

〇小中のギャップを埋め、効率的・効果的な教育課程を実施して
いくため、小中一貫教育を推進する。
〇研修の実施により教員の指導力を向上させる。
〇諸関係機関との連携、人的配置の改善を通して、個に応じた対
応をできるだけ可能にしていく。

※左記の理由

〇指標Ａ、Ｂ、Ｃについては、小中学校と連携しながら着実に事業を推進した
ことにより、目標値を達成している。指標Ｄについては目標値を達成していな
いが、これは国によるいじめの捉え方が変更されたため認知件数が急増し、そ
のため解消率も低下したと考えられる。
〇指標Ｅについては、大規模改造に合わせて耐震補強を実施する１校を除
き、21校の耐震化を完了した。
〇国の捉え方の変更に伴い数値が低下した１項目を除き、目標値どおりの実
績値であった。

※左記の理由

〇指標のＡ、Ｂについては、微増ではあるが向上し続けている。指標Cについ
ては、目標値に達しているが、やや悪化の傾向にある。指標Ｄについては、上
記のとおり基準の変更があったため、単純な比較ができない。
〇指標Ｅについては、26年度の事業開始から28年度までは目標どおり推移し
たが、29、30年度で事業計画の前倒しに重点的に取組んだ結果、成果が大き
く向上した。
〇成果の推移をみると、向上した項目もあるが、ほぼ横ばい傾向である。

※左記の理由

〇指標Ａ、Ｂについては、他自治体との適当な比較資料がない。指標Ｃ、Ｄに
ついては、国や県の調査結果とほぼ同等の数値である。
〇指標Ｅについては、県下他自治体のうち、小中学校を20校以上保有する甲
府市、北杜市と比較すると、２市の耐震化率100％に対し、本市の実績値は
95.5％であった。
〇他自治体との比較については、単純に比較できない項目もあるが、総じて
ほぼ同水準である。


